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厚生労働省が実施した政策評価についての審査結果 

 

１ 審査の対象 

「政策評価に関する基本方針」（平成 13 年 12 月 28 日閣議決定。以下「基本方針」

という。）では、政策評価の円滑かつ着実な実施のため、総務省は「各行政機関が実施

した政策評価について、その実施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客

観性・厳格性の達成水準等に関する審査」等に重点的かつ計画的に取り組むこととさ

れている。 

今回審査の対象とした政策評価は、次のとおりである。 
 
厚生労働省「事業評価書（事前）」における計 30 件の政策評価のうち、研究開発を

対象とした評価（１件）を除いた計 29 件の政策評価（注） 
 

（注）研究開発を対象とした評価については、別途整理する予定である。 

 

２ 審査の考え方と点検の項目 

事前評価は、政策の決定に先立ち、当該政策に基づく活動により得られると見込ま

れる政策効果を基礎として的確な政策の採択や実施の可否を検討するものとされてい

る（基本方針Ⅰ－４－ア）。事前評価においては、一定規模以上の事業費を要する個々

の研究開発、公共事業及び政府開発援助を実施することを目的とする政策について、

その実施が義務付けられている（行政機関が行う政策の評価に関する法律(平成 13 年

法律第 86 号。以下「評価法」という。) 第９条及び行政機関が行う政策の評価に関す

る法律施行令（平成 13 年政令第 323 号）第３条）。 

 

これら以外の政策については、評価法上は事前評価の実施が義務付けられているわ

けではなく、また、必ずしも確立された手法による政策効果の把握が可能となってい

るわけではないが、各府省における政策評価の実施状況をみると、それぞれが定めた

基本計画に基づいて、評価法で義務付けられた政策のほか、自発的・積極的に新規の

施策・事業や規制等を対象として事前評価が行われている。 

こうしたことを踏まえつつ、政策評価の質の向上に向けた今後の課題等を明らかに

する観点から、以下の点検項目により審査を行う。 

 

（政策効果の把握及び得ようとする効果の達成見込みについて） 

評価法では、行政機関は、その所掌に係る政策について、適時に、その政策効果を

把握し、これを基礎として、必要な観点から評価を行うこととされている（評価法第

３条）。事前評価を行う場合には、政策を決定する前の時点において、当該政策の実施

により得られると見込まれる政策効果を把握した上で、「得ようとする効果」と「実際

に見込まれる効果」との関係を明らかにし、当該政策の有効性を検証することが必要

である。すなわち、事前評価においては、当該政策を実施することにより得ようとす
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る政策効果は本当に得られるのか、その確実性（安定性）はどの程度のものなのかに

ついて明らかにしていくことが求められる。 

また、得ようとする政策効果が費用に見合ったものとなっているかどうか等の効率

性に関する予測は、評価の対象とされる政策に適合した測定手法が開発されない状況

において定量的に行うことは必ずしも容易なことではない。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である。 

① 政策の実施により得ようとする効果はどの程度のものかなど、具体的に特定され

ているか。 

② 政策の実施により得ようとする効果について、実際にどの程度得られると見込ま

れるかなど、得ようとする効果の達成見込みの確からしさがどのように検証されて

いるか。 

③ 費用に見合った政策効果が得られるかどうかについて、どのような説明がされて

いるか。また、定量的な分析は試みられているか。 

 

（事前評価の結果の妥当性の検証について） 

事前評価については、政策効果が発現した段階においてその結果の妥当性を検証す

ること等により得られた知見を以後の事前評価にフィードバックする取組を進めてい

くことが重要である（基本方針Ⅰ－４－ウ）。 

政策の実施により「得ようとする効果」を的確に把握するためには、効果の把握の

方法が特定されており、かつ、それが効果をできる限り具体的（定量的）に把握でき

るものであることが望ましい。 

また、政策効果が発現した段階における事後的な検証を適切に行うためには、実際

に得られた効果が当初得ようとしていた効果との関係でどのように評価されることと

なるのかを、事前評価の段階で明らかにしておくことが望ましい。 

 この審査において点検を行っているのは、次の項目である。 

① 事後的な検証を行うなど、事前評価の結果の妥当性をどのように検証しようとし

ているのか。 

② また、事後的な検証を予定している場合には、政策効果の把握の方法が、得よう

とする効果が実際に得られたかどうかを事後的に把握することが可能な程度に特定

されているか。 

 

３ 審査の結果 

  厚生労働省では、評価法上事前評価の実施が義務付けられている政策以外に、基本

計画において、予算要求等を伴う新たな政策であって重点的な施策とするもの又は 10

億円以上の費用を要することが見込まれるもの、規制の新設を目的とする政策等につ

いて、事業評価方式を基本とした事前評価を行うこととしている。 

これらの評価における評価の観点は、必要性（官民の役割分担、国と地方の役割分

担、民営化・外部委託の可否、緊要性）、有効性（政策効果が発現する経路、これまで
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達成された効果・今後見込まれる効果、政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項）、

効率性（手段の適正性、費用と効果の関係に関する評価、他の類似事業がある場合の

重複の有無）の三点である。そして、事前評価の対象とした政策については、政策効

果の把握の手法等の研究・開発を積極的に進めるために、評価書等に当該政策の目標

の達成状況を示す評価指標と政策効果の発現時期を示し、その評価指標のモニタリン

グ結果と政策効果の発現時期を参考にすることなどにより、必要に応じて事前評価の

評価結果を重点的に検証することとしている。 

29 件はいずれも事前評価の実施義務付け対象外のものであり、その審査の結果は、

以下のとおりである（詳細は、別添政策評価審査表（事前評価関係）参照）。 

 

【審査結果整理表】 
 

効果の達成見 

込みに関する 

検証方法 
No. 政策 手段 

得よう

とする

効果の

明確性
推論 その他 

効果の

把握の

方法の

特定性 

効率性

に関す

る情報

１ 
賃金不払残業の解消

に向けた取組の推進 

○ 事業主等に対する自主点検の実

施 

○ 無料電話相談等、周知・啓発活

動の実施 

○ 適正な労働時間管理を行うため

の制度とその運用の在り方等につ

いての研究の実施（委託） 

△ ○ 比較 △ △ 

２ 

「再就職プランナー」

による早期再就職支

援の強化 

「再就職プランナー」の設置 △ ○  △ △ 

３ 

失業者への生活関連

情報のハローワーク

によるワンストップ

での提供体制の整備 

○ 大都市圏のハローワークに生活

関連情報相談窓口を設置し、専門

相談員を配置 

○ ハローワークインターネット

サービスによる生活関連情報の提

供及びハローワークにおける情報

閲覧用パソコンの設置 

△ ○  △ △ 

４ 
未充足求人対策の充

実 

未充足求人の提出事業主に対する

労働市場情報の提供、助言等のフォ

ローアップ 

△ ○  △ △ 

５ 

民間を活用した長期

失業者に対する職業

支援事業の実施 

長期失業者の就職支援から定着指

導までを包括的に民間業者に委託 
△ ○  ○ △ 

６ 
しごと情報ネットの

拡充 

○ 障害者の求職情報を容易かつリ

アルタイムに入手できる環境の整

備 

○ 職業能力開発情報を提供する

ホームページとの接続機能の整備

△ ○  △ △ 

７ 
地域雇用機会増大促

進支援事業 

地域の雇用開発に資すると認めら

れる事業を市町村等による協議会に

委託 

△ ○  ○ △ 

８ 

建設業需給調整機能

強化促進助成金（仮

称）の創設 

中小建設事業主団体に対する建設

業需給調整機能強化促進助成金（仮

称）の支給 

△ ○  ○ △ 
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効果の達成見 

込みに関する 

検証方法 
No. 政策 手段 

得よう

とする

効果の

明確性
推論 その他 

効果の

把握の

方法の

特定性 

効率性

に関す

る情報

９ 

年齢にかかわりなく

働ける社会の実現に

向けた基盤づくり事

業 

 

下記の事業を独立行政法人高齢・

障害者雇用支援機構において実施 

・ 中高年者の募集・採用時の年齢

制限緩和等に関する好事例、失敗

事例の収集、分析等を通じた方法

論の確立 

・ 上記の方法論を実践するための

高年齢者雇用アドバイザーによる

相談、援助の実施及び普及のため

のシンポジウム等の開催 

○ ○  △ △ 

10 

地域の関係者との連

携による若年者地域

連携事業の創設 

○ 地域との連携・協力による企業

説明会や職場見学会等の実施等の

事業を若年者のためのワンストッ

プセンターや地域の経済団体等に

委託 

○ ワンストップセンターにハロー

ワークを併設し若年失業者を対象

とした就職支援業務の実施 

△ ○  △ △ 

11 

若年ジョブサポー

ターによる新規学卒

者等のマッチングの

強化 

全国の公共職業安定所における若

年者ジョブサポーターの設置 
△ ○ 比較 ○ △ 

12 

日系人青少年に対す

るキャリア形成相談

の実施 

○ 在日日系人相談員の個別家庭訪

問等によるキャリア形成相談事業

等の実施 

○ 日系人青少年の就職好事例をま

とめたパンフレットの作成及び配

布 

△ 
(平成 16

年度から

18 年度

までの試

行的事

業) 

○  △ △ 

13 
日本版デュアルシス

テムの実施について 

日本版デュアルシステム（学校卒

業後、未就職者、フリーター等とな

る者を含め、広く若年者を対象とし

て一定期間、企業実習及びそれに関

連した教育訓練を行うことにより、

一人前の職業人として育て、職場定

着を図る新たな仕組み）の導入を推

進するための環境整備（指針の策定、

産学との連携・協力、公的なコーディ

ネートの実施、助成金の活用等） 

△ ○  ○ △ 

14 

障害者の態様に応じ

た委託訓練事業の実

施 

民間教育訓練機関への職業訓練の

委託の充実（多様な訓練委託先の開

拓、個々の障害者及び企業の人材

ニーズに対応した座学と実習を組み

合わせた訓練の実施等） 

△ ○  ○ △ 

15 
一般事業主行動計画

策定等支援事業 

○ 一定の要件を満たす次世代育成

支援推進センターに対し、一般事

業主行動計画の策定・実施につい

ての好事例収集、地域別・業種別

のモデル行動計画の策定及び講習

会の実施を委託 

○ 主要な次世代育成支援対策推進

センターにおける次世代育成支援

対策推進員の設置 

○ ○  △ △ 
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効果の達成見 

込みに関する 

検証方法 
No. 政策 手段 

得よう

とする

効果の

明確性
推論 その他 

効果の

把握の

方法の

特定性 

効率性

に関す

る情報

16 
子育て支援基盤整備

事業 

下記事業を実施する市町村に対す

る支援（補助金の交付） 

・ 各種子育て支援情報の提供等を

実施する子育て支援コーディネー

ト事業の拡充 

・ コーディネーター、子育てサー

ビス提供施設、市町村間の連絡調

整の実施 

・ 行動計画の円滑な推進を図るた

め、コーディネーター、主任児童

委員などの意見交換会の実施 

・ 子育て支援者研修及び先進的事

業の導入に向けた研修の実施 

・ 子育て支援事業に関する広報啓

発 

△ ○  △ △※ 

17 
子育て家庭地域支援

事業（仮称） 

下記の事業を実施する市町村に対

する支援（補助金の交付） 

・ 子育て親子が相談、交流等を行

う「つどいの広場」の拡充事業 

・ 改正児童福祉法により法定化さ

れた一時預かり事業 

△ ○  ○ △※ 

18 
子育て支援総合推進

モデル市町村事業 

○ 改正児童福祉法により今後実施

が義務付けられる子育て支援事業

を先進的かつ総合的に実施（必須

事業４、選択事業３）する市町村

をモデル市町村に指定 

○ モデル市町村が実施する子育て

支援事業の展開の支援（補助金の

交付） 

△ 

（モデル

事業）

○  ○ △※ 

19 児童手当制度 児童手当の支給対象年齢の見直し ○ ○ 比較 ○ △ 

20 

入所児童の家族調整

などを図る家庭支援

専門相談員（ファミ

リーソーシャルワー

カー）の配置 

児童養護施設等に家庭支援専門相

談員を配置する事業に対する支援

（負担金の交付） 

△ ○  △ △※ 

21 
地域小規模児童養護

施設の拡充 

地域小規模児童養護施設を設置す

る事業に対する支援（負担金の交付）
△ ○  △ △※ 

22 
ユニットケア型小規

模養護の推進 

ユニット化を行う施設が実施する

職員の加配についての支援（負担金

の交付） 

△ ○  △ △※ 

23 
児童自立生活援助事

業の拡充 

児童養護施設等を退所した児童等

が共同生活を営む自立援助ホームの

増設事業及び同施設の職員増員によ

る機能強化事業を実施する市町村等

に対する支援（補助金の交付） 

△ ○  △ △※ 

24 
里親養育援助事業の

創設 

児童指導員ＯＢ等による訪問支援

や相談支援を実施する都道府県等に

対する支援（補助金の交付） 

△ ○  △ △※ 
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効果の達成見 

込みに関する 

検証方法 
No. 政策 手段 

得よう

とする

効果の

明確性
推論 その他 

効果の

把握の

方法の

特定性 

効率性

に関す

る情報

25 

児童養護施設への被

虐待児個別対応職員

の配置の大幅な拡充 

児童養護施設等における被虐待児

童個別対応職員の増員を実施する市

町村等に対する支援(負担金の交付)

△ ○  △ △※ 

26 
育児支援家庭訪問事

業 

下記事業を実施する市町村に対す

る支援（補助金等の交付） 

・ 出産後間もない家庭に対して子

育てＯＢ等の家庭訪問による育

児、家事等の援助を実施する事業

・ 複雑な背景を抱え育児が困難な

家庭に対して保健師等の家庭訪問

による専門的な技術指導や、精神

面の支援等を実施する事業 

△ ○ 比較 △ △※ 

27 不妊治療費助成事業 

配偶者間の不妊治療に要する費用

の一部を助成する都道府県等に対

し、その１/２を負担（補助率は検

討中） 

△ ○  △ △※ 

28 
小児慢性特定疾患治

療研究事業 

補助対象（対象疾病、年齢等）の

見直し 
○ ○ 比較 ○ △※ 

29 

介護サービスの第三

者評価推進等事業及

び介護サービスの第

三者評価モデル事業 

第三者評価モデル事業等を実施す

る公益法人・都道府県に対する支援

（補助金の交付） 

△ 

（モデル

事業）

○  ○ △ 

合  計（29 件） 
○＝４

△＝25
 

○＝11 

△＝18 
△＝29

総
括
記
述 

（得ようとする効果の明確性について） 

 29 件の政策評価うち、どのような効果が発現したことをもって得ようとする効果が得

られたとするのか、その状態が特定されているものは４件である。残りの 25 件は、得よ

うとする効果について、「何を」、「どうするか」については説明されているが、「どの程

度」の効果が発現したことをもって得られたとするのか、必ずしもその状態が特定され

ていない。これに関して厚生労働省では、同省が実施する政策には、社会のセーフティ

ネットとして、国民生活に問題が生じた場合に機能を発揮するシステムを整備すること

を内容とするものが多いことから、得ようとする効果の程度をあらかじめ定量的、具体

的に示すことが困難な場合が少なくないとしている。 

得ようとする効果が実際にどの程度得られたのかを事後に検証・評価する場合、得よ

うとする効果がどの程度発現したことをもって所期の効果が得られたとするのかをあら

かじめ事前評価の際に明らかにしておくことが重要となる。 

厚生労働省の基本計画では、必要に応じて事前評価の評価結果を事後に重点的に検証

することとしていることから、それぞれの事業を実施することにより得ようとする効果

をできる限り明確にする工夫をするとともに、事後の検証を実施する時期をできる限り

明らかにしていくことにより、事前評価の結果を事後に検証する取組が有意義なものに

なると考えられる。 

（効果の達成見込みに関する検証方法について） 

厚生労働省は、効果の達成見込みの確からしさについて、政策効果が発現する経路を 
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総
括
記
述 

明らかにしたり、当該政策の手段に適正性等を検討することを通じて、検証しようとし

ているが、具体の評価をみると、今後見込まれる効果について、推論による定性的な説

明によるものが多くみられる。見込まれる効果については、できる限り客観的な情報・

データや事実を用いて説明することが望まれるところであり、29 件中には、過去に実施

された同種類似の事業により得られた効果や実績を基に、効果の達成見込みについて説

明しているもの（「比較」に該当するもの）も５件みられるところから、このような取組

を継続していくことが望まれる。 

（効果の把握の方法の特定性について） 

厚生労働省は、29 政策のすべてについて政策効果を把握するために目標の達成状況を

示す評価指標を設定しており、政策の実施により発現した効果の把握については、これ

らの評価指標の測定結果によることを基本としている。しかしながら、評価指標につい

ては、行政活動の実態を表すものが多く、必ずしも発現した効果の全体をとらえるもの

となっていないことから、発現した効果を適切に把握する観点から評価指標の充実に努

めるとともに、政策の効果を把握するためのその他の情報を積極的に活用していくこと

が望まれる。 

（効率性に関する情報について） 

厚生労働省は、評価書に「手段の適正性」欄、「費用と効果の関係に関する評価」欄を

設けており、いずれの政策についても定性的な説明により、効率的である旨評価してい

る。事前評価において、費用と効果について定量的に分析することには難しい面がある

としても、例えば、必要な効果がより少ない費用等で得られないか、同一の費用等でよ

り大きな効果が得られないかなどの分析を行うことにより、できる限り具体的なデータ

を用いて得ようとする効果が費用に見合ったものとなっているかについて客観的に明ら

かにしていく取組が望まれる。 

（注）１ 「得ようとする効果の明確性」欄には、得ようとする効果について、「何を」、「どの程度」、「どうする」の

かが明らかにされているなどどのような効果が発現したことをもって得ようとする効果が得られたとするの

かその状態が具体的に特定されている場合には「○」を、「何を」、「どうする」のかは説明されているものの、

「どの程度」かは明らかでないなど具体的には特定されていない場合には「△」を、得ようとする効果につ

いての記載がない場合には「－」を記入している。 

２ 「効果の達成見込みに関する検証方法」欄には、推論及び比較・推計・実験のうち該当する分類（推論に

は「○」）を記入している（複数もあり得る。）。 

「推論」 定性的な説明等により、得ようとする効果が実際に得られると見込まれることを説明している。 

＜その他（例示）＞ 

「比較」 過去の同種類似の政策の実施等により得られた効果、実績等を基に、今回の政策の実施により得

ようとする効果が実際に得られると見込まれることを帰納的に根拠付けている。 

「推計」 定量的なデータの集計・分析等に基づき、当該政策の実施により得ようとする効果が実際に得ら

れると見込まれることを一定の手法により算出し根拠付けている。 

「実験」 実験や研究の結果に基づき、当該政策の実施により得ようとする効果が実際に得られると見込ま

れることを実証的に根拠付けている。 

３ 「政策効果の把握の方法の特定性」欄には、政策の実施により発現した効果を把握できる程度に明確にさ

れている場合には「○」を、効果の把握の方法が不明確の場合には「△」を記入している。 

４ 「効率性に関する情報」欄には、当該政策（施策や事業）の実施に要する費用等に関する分析の結果が示

されている場合には「○」（当該政策の実施に要する費用等と当該政策により得られると見込まれる政策効果

との関係について定量的な分析が試みられている場合には「◎」）を、当該政策の実施に要する費用等の見込

額、従来からの活動等についての予算執行額（実績額）等の記載にとどまっている場合には「△」を、上記

の情報が記載されていない場合には「－」を記入している。なお、※は予算額調整中のため、平成 16 年度概

算要求額が記載されていないものを示す。 

 

 

（全体注） 各府省の評価の実施状況を踏まえた横断的又は共通的な課題等の整理・分析については、今

年度末を目途に別途取りまとめる予定である。 



【別添】

記　　載　　事　　項

　評価書に記載された番号を基に記入した。

　評価の対象とされた政策の名称、目的等を記入した。

　政策目的の実現のために具体的に講じる手段を記入した。

　政策の実施により得ようとする政策効果を記入した。

｢効果の達成見込みの根拠｣欄
　政策の実施により「得ようとする効果」が実際に得られる見込みについて、それがどの程度確実なものなのか、その
根拠（確からしさ）が評価の過程でどのように検証されたのか整理して記入した。

「分類」欄

　「得ようとする効果の達成見込みの根拠」の内容について、推論及び比較・推計・実験のうち該当する部分を記入し
た（複数もあり得る。）。
「推論」　定性的な説明等により、得ようとする効果が実際に得られると見込まれることを説明している。
〈その他の検証方法（例示）〉
「比較」　過去の同種類似の政策の実施等により得られた効果、実績等を基に、今回の政策の実施により得ようとする
　　　　効果が実際に得られると見込まれることを帰納的に根拠付けている。
「推計」　定量的なデータの集計・分析等に基づき、当該政策の実施により得ようとする効果が実際に得られると見込
　　　　まれることを一定の手法により算出して根拠付けている。
「実験」　実験や研究の結果に基づき、当該政策の実施により得ようとする効果が実際に得られると見込まれることを
　　　　実証的に根拠付けている。

　得られると見込まれる効果をどのように把握・推計したのか（事後の検証を予定している場合には、政策の実施後に
実際に得られた効果をどのように把握・測定するのか）を記入した。

　以下に該当するものについて記入した。
「必要性」　当該政策の実施を明確に位置付けている法令、閣議決定等の政府方針に基づいていることが記述されてい
　　　　　るもの
「効率性」　当該政策の実施に要する費用等と当該政策により得られると見込まれる政策効果との関係について分析が
　　　　　試みられているもの

「効果の把握の方法」欄

「必要性及び効率性に関する特記事項」欄

「手段」欄

「得ようとする効果」欄

「有効性」欄

政策評価審査表（事前評価関係）

（説　明）
　本審査表は、公表された厚生労働省の「事業評価書（事前）」を基に総務省の責任において整理したものである。
　各欄の記載事項については以下のとおりである。

「整理番号」欄

「政策（名称、目的等）」欄

欄　　　名



効果の達成見込みの根拠 分類

１

賃金不払残業の解消に向けた
取組の推進
（法定労働条件の確保）

○事業主等に対する自主点
検の実施
○無料電話相談等、周知・
啓発活動の実施
○適正な労働時間管理を行
うための制度とその運用の
在り方等についての研究の
実施（委託）

【平成16年度概算要求額】
155百万円

法定労働条件の確保によ
る賃金不払残業の解消

○賃金不払残業は、その性質上、実
態の把握が困難であることから、そ
の解消を図るためには、的確な監督
指導の実施に加えて、事業場等の自
主的取組の促進、周知啓発活動の実
施が重要である。また、効率的・効
果的に賃金不払残業の解消と法定労
働条件の確保を図っていくために
は、労使の意識の把握が必要であ
る。
○従前より的確な監督指導の実施を
通じて賃金不払残業の解消を図って
きたところであるが、本事業を実施
することにより一層の賃金不払残業
の解消が期待できる。

推論
比較

○自主点検表の配布
枚数
○相談窓口への相談
件数

２

「再就職プランナー」による
早期再就職支援の強化
（扶養家族をもつ中高年の非
自発的失業者の再就職の実
現）

「再就職プランナー」の設
置

【平成16年度概算要求額】
1,626百万円

扶養家族をもつ中高年の
非自発的失業者の早期再
就職の促進

再就職の準備が不十分なまま離職を
余儀なくされた中高年離職者に対し
て「再就職プランナー」による相談
援助等を実施することにより、自己
の能力・適性と労働市場の現状等を
認識させ、計画的・効果的な就職活
動を行わせることが、長期失業を防
止し、早期再就職を促進することに
つながると考えられる。

推論 ｢再就職プランナー｣
の実施した相談件数

３

失業者への生活関連情報のハ
ローワークによるワンストッ
プでの提供体制の整備
（失業中の生活不安を解消
し、求職活動に専念できる環
境を形成する。）

○大都市圏のハローワーク
に生活関連情報相談窓口を
設置し、専門相談員を配置
○ハローワークインター
ネットサービスによる生活
関連情報の提供及びハロー
ワークにおける情報閲覧用
パソコンの設置

【平成16年度概算要求額】
818百万円

求職者の生活上の問題を
早期に解決し、求職活動
に専念できるようにする
こと。

求職活動の中心となるハローワーク
において、多様な生活関連情報をワ
ンストップで提供し、相談等を実施
することにより、求職者は生活上の
問題を早期に解消することが可能と
なり、安心して求職活動に専念でき
るようになると考えられる。

推論 ○生活関連情報相談
窓口における相談件
数
○ハローワークイン
ターネットサービス
の生活関連情報提供
ページへのアクセス
件数

【必要性】
経済財政運営
と構造改革に
関する基本方
針2003（平成
15年６月27日
閣議決定）第
２部4(1)等

政策評価審査表（事前評価関係）

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性



効果の達成見込みの根拠 分類

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性

４

未充足求人対策の充実
（求人条件の緩和等による求
人・求職のミスマッチの解消
を図る。）

未充足求人の提出事業主に
対する労働市場情報の提
供、助言等のフォローアッ
プ

【平成16年度概算要求額】
586百万円（うち新規拡充部
分196百万円）

充足が困難であった求人
の充足が図られること。

未充足求人の提出事業主に対して
フォローアップを行うことにより、
そのままでは充足が困難であった求
人の条件緩和が促進され、求人の充
足が図られることが見込まれる。

推論 未充足求人に対して
フォローアップを
行った件数

５

民間を活用した長期失業者に
対する職業支援事業の実施
（長期失業者の就職支援から
就職後の定着指導までを民間
に包括的に委託し、安定した
就職の実現を図る。）

長期失業者の就職支援から
定着指導までを包括的に民
間業者に委託

【平成16年度概算要求額】
1,210百万円

公共職業安定所での求職
活動により就職に至らな
かった１年以上の長期失
業者の安定した就職

厳しい雇用情勢の下、求職者のニー
ズは多様化・高度化しており、公共
職業安定所の支援によって就職する
ことができなかった長期失業者につ
いては、大量の求職者を抱える公共
職業安定所が引き続き支援を実施す
るよりも、求職者の態様をみなが
ら、民間のノウハウを活用して支援
していくことが効果的である。

推論 ○本事業により就職
した者の６か月後の
職場定着数
○本事業により就職
した求職者数
○本事業を実施した
求職者数

【必要性】
経済財政運営
と構造改革に
関する基本方
針2003（平成
15年６月27日
閣議決定）第
２部1(1)⑩及
び4(1)

６

しごと情報ネットの拡充
（現在運用されているしごと
情報ネットの情報提供機能を
強化し、障害者の就職促進、
職業能力の向上を図る。）

○障害者の求職情報を容易
かつリアルタイムに入手で
きる環境の整備
○職業能力開発情報を提供
するホームページとの接続
機能の整備

【平成16年度概算要求額】
780百万円（うち新規拡充部
分100百万円）

○障害をもつ者の早期再
就職の実現
○求職者による自発的な
職業能力開発の促進

○しごと情報ネットは、１日に94万
件のアクセス数があり、障害者に係
る求職情報の提供を可能にすること
で、求人企業側が求職者情報を入手
し、求職障害者に主体的に働きかけ
るようになり、障害者の早期就職等
が実現しやすくなる。
○知名度もあり、一定のアクセス実
績もあるしごと情報ネットへ職業能
力開発情報をリンクさせることに
よって、職業能力を向上させようと
努力する求職者への情報提供機能が
強化され、求職者による自発的な職
業能力開発が促進される。

推論 ○しごと情報ネット
へのアクセス件数
○しごと情報ネット
に掲載された障害者
に係る求職者情報数
○しごと情報ネット
から能力開発情報を
提供するホームペー
ジへアクセスした件
数

【必要性】
ｅ－Ｊａｐａ
ｎ重点計画－
2003（案）
（平成15年７
月）

７

地域雇用機会増大促進支援事
業
（雇用機会増大促進地域で
あって、市町村や地元の経済
団体が雇用の増大に向けた取
組を実施している市町村にお
いて、当該取組の雇用機会の
増大効果を高める事業を当該
市町村等による協議会に委託
し、地域の雇用改善を図
る。）

地域の雇用開発に資すると
認められる事業を市町村等
による協議会に委託

【平成16年度概算要求額】
1,502百万円

雇用機会増大による地域
の雇用構造の改善

雇用機会増大促進地域であって市町
村や地元の経済団体が地域や産業の
開発・振興の取組を実施している市
町村において、当該取組の雇用機会
増大効果を高める事業を、当該市町
村、経済団体等による協議会に委託
することにより、地域の個性や自主
性を活かした雇用促進が可能とな
り、また、政策効果を高めることが
期待できる。

推論 ○本事業利用企業に
おける労働者雇入数
○本事業利用求職者
の就職件数
○本事業利用企業数
○本事業利用求職者
数

【必要性】
経済財政運営
と構造改革に
関する基本方
針2003（平成
15年６月27日
閣議決定）



効果の達成見込みの根拠 分類

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性

８

建設業需給調整機能強化促進
助成金（仮称）の創設
（傘下の中小建設事業主から
離職を余儀なくされる建設労
働者等に係る無料職業紹介事
業を実施しようとする中小建
設事業主団体に対し、無料職
業紹介事業の実施に係る初期
経費の一部を助成する。）

中小建設事業主団体に対す
る建設業需給調整機能強化
促進助成金（仮称）の支給

【平成16年度概算要求額】
113百万円

建設業から離職を余儀な
くされる者等の円滑な労
働移動の促進

建設業においては、労働力の過剰か
ら労働移動がより大きなものとな
り、個々の事業主による再就職支援
のみでは対応しきれない状況となっ
ており、地域の建設業界を熟知して
いる建設事業主団体が再就職支援を
事業として専門的・恒常的に実施す
ることにより、業界内の労働移動を
円滑かつ効果的に行うことができ
る。

推論 ○本助成金利用事業
主団体の紹介による
就職件数
○建設業需給調整機
能強化促進助成金支
給決定件数

９

年齢にかかわりなく働ける社
会の実現に向けた基盤づくり
事業
(募集・採用時における年齢制
限の緩和や円滑な職場定着を
阻害している要因の除去及び
企業における実践）

下記の事業を独立行政法人
高齢・障害者雇用支援機構
において実施
・中高年者の募集・採用時
の年齢制限緩和等に関する
好事例、失敗事例の収集、
分析等を通じた方法論の確
立
・上記の方法論を実践する
ための高年齢者雇用アドバ
イザーによる相談、援助の
実施及び普及のためのシン
ポジウム等の開催

【平成16年度概算要求額】
297百万円

中高年者の募集・採用時
の年齢制限緩和等に関す
る方法論を確立し、年齢
制限を是正することによ
り、中高年者の雇用の促
進に寄与し、年齢にかか
わりなく働ける社会の実
現のための環境整備がな
されること。

年齢制限の緩和や職場定着の円滑化
を図るためには、個別の事業主の自
主的な取組が重要であるが、事業主
の自主的な取組をソフト面から技術
的に支援する本事業のような手法が
適切であり、効果的である。

推論 高年齢者雇用アドバ
イザーの相談、援助
を受けた事業主の評
価

【必要性】
「今後の高齢
者雇用対策に
関する研究
会」報告書
（平成15年７
月）

１０

地域の関係者との連携による
若年者地域連携事業の創設
（若年者の円滑な職業生活へ
の移行、早期離職の防止）

○地域との連携・協力によ
る企業説明会や職場見学会
等の実施等の事業を若年者
のためのワンストップセン
ターや地域の経済団体等に
委託
○ワンストップセンターに
ハローワークを併設し若年
失業者を対象とした就職支
援業務の実施

【平成16年度概算要求額】
3,145百万円

若年者の円滑な職業生活
への移行、早期離職の防
止により、若年者が社会
において持てる力を十分
発揮できる環境を整備す
ること。

地域における若年者対策を効果的に
推進するためには、地域の団体と職
業についての専門機関である公共職
業安定所が連携して事業を展開して
いくことが必要であり、地域のニー
ズに対し、迅速かつきめ細かな対応
が可能である地域の団体に本事業を
委託することが適正かつ効率的であ
る。

推論 ○高校生の保護者対
象セミナー開催回数
○高校進路担当者対
象セミナー回数
○職場見学・企業説
明会実施回数
○委託先団体数

【必要性】
経済財政運営
と構造改革に
関する基本方
針2003（平成
15年６月27日
閣議決定）



効果の達成見込みの根拠 分類

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性

１１

若年ジョブサポーターによる
新規学卒者等のマッチングの
強化
（中学・高校卒業者の就職促
進及び早期離職の防止）

全国の公共職業安定所にお
ける若年者ジョブサポー
ターの設置

【平成16年度概算要求額】
1,728百万円（うち新規拡充
部分1,671百万円）

就職を希望する高校生等
の職業意識が涵養される
ことによる就職率改善及
び円滑な職業生活への移
行、早期離職の防止が図
られることによる職場定
着率の向上

○平成14年度補正予算で配置された
ジョブサポーターによる未内定者に
対するきめ細かな就職支援により、
平成15年３月卒業の高校生及び大学
生については前年同期を上回る就職
率が達成された。
○在学中の早い段階から職業意識の
形成支援を行い、その後の個別の就
職支援、就職後の職場定着支援まで
一貫してきめ細かに行うためには、
学校との緊密な連携の下、マンツー
マンの支援を継続的に実施すること
が必要である。

推論
比較

○新規高卒者の就職
率
○ジョブサポーター
に対する相談件数
○ジョブサポーター
による求人開拓件数

【必要性】
経済財政運営
と構造改革に
関する基本方
針2003（平成
15年６月27日
閣議決定）

１２

日系人青少年に対するキャリ
ア形成相談の実施
（日系人青少年の職業意識の
醸成を図るとともに日系人の
雇用に対する事業主の理解を
向上させ、その就職を促進す
る。）

○在日日系人相談員の個別
家庭訪問等によるキャリア
形成相談事業等の実施
○日系人青少年の就職好事
例をまとめたパンフレット
の作成及び配布

【平成16年度概算要求額】
139百万円

日系人青少年の職業意識
の醸成が図られることに
よる就職の促進及び日系
人雇用に対する事業主の
理解の向上による日系人
向け求人件数の増加

（16年度から18年度の３
か年で試行的に実施）

日系人コミュニティに閉じこもりが
ちな日系人青年に対し、在日日系人
相談員による個別訪問を行い、キャ
リア形成の相談等を実施すること
は、日系人青年の職業意識の醸成、
向上を図り、就職を促進する手段と
して適正と考える。また、大半の事
業主は、日系人を雇用した経験がな
いと想定されるため、日系人青年の
就職・就業等の好事例をまとめたパ
ンフレットを作成し、周知すること
は、事業主の理解を深める手段とし
て適正と考える。

推論 ○公共職業安定所で
求職登録した日系人
青少年数
○日系人青少年に対
する職業意識の向上
及び就職促進に係る
家庭訪問数
○日系人青少年の就
職等の好事例をまと
めた事業所向けパン
フレットの配布数
○日系人青少年の就
職・就業等の好事例
をまとめた日系人青
少年向けパンフレッ
トの配布数



効果の達成見込みの根拠 分類

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性

１３

日本版デュアルシステムの実
施について
（実践的な訓練の実施により
若年者の能力を開発し、併せ
て雇用の安定・拡大を図
る。）

日本版デュアルシステム
（学校卒業後、未就職者、
フリーター等となる者を含
め、広く若年者を対象とし
て一定期間、企業実習及び
それに関連した教育訓練を
行うことにより、一人前の
職業人として育て、職場定
着を図る新たな仕組み）の
導入を推進するための環境
整備（指針の策定、産学と
の連携・協力、公的なコー
ディネートの実施、助成金
の活用等）

【平成16年度概算要求額】
8,883百万円

企業内での実習訓練と教
育訓練を効果的に組み合
わせた実践的な訓練の実
施による若年者の能力開
発の推進

企業内での実習訓練（ＯＪＴ）と教
育訓練（ＯＦＦ－ＪＴ）を効果的に
組み合わせることにより、企業の即
戦力志向や求める職業能力の高度化
等に対応した実践的な訓練が可能と
なる。
また、訓練終了後は、修得した実践
的な能力により、実習を行った企業
等への安定的な就職を促進すること
が可能である。

推論 ○実施訓練機関数
○実習等受入れ企業
数
○訓練受講者数
○訓練受講者のパー
ト雇用への移行率
○訓練受講者のフル
タイム雇用への移行
率

【必要性】
経済財政運営
と構造改革に
関する基本方
針2003（平成
15年６月27日
閣議決定）

１４

障害者の態様に応じた委託訓
練の実施
（求職障害者に実践力を付与
するための実習型の訓練を含
む多様な訓練機会を確保・提
供）

民間教育訓練機関への職業
訓練の委託の充実（多様な
委託先の開拓、個々の障害
者及び企業の人材ニーズに
対応した座学と実習を組み
合わせた訓練の実施等）

【平成16年度概算要求額】
1,288百万円

障害者の能力開発と就職
の促進

障害者に求められる職業能力が多様
化している中で、地域での民間教育
訓練資源の有効活用を図ることによ
り、①地域における能力開発の機会
を確保し、障害者が修得できる能力
の幅を広げ、職業のミスマッチの解
消、ひいては、雇用の安定・拡大、
②障害者に多様な能力開発の機会を
提供し、障害者の能力蓄積や就業意
欲の向上につながる。

推論 ○訓練受講者数
○就職率

１５

一般事業主行動計画策定等支
援事業
（一般事業主行動計画策定指
針の周知及び地域、業種等の
特性に応じた計画を策定する
ための支援）

○一定の要件を満たす次世
代育成支援推進センターに
対し、一般事業主行動計画
の策定・実施についての好
事例収集、地域別・業種別
のモデル行動計画の策定及
び講習会の実施を委託
○主要な次世代育成支援対
策推進センターにおける次
世代育成支援対策推進員の
設置

【平成16年度概算要求額】
24百万円

子どもを産み育てやすい
職場環境の形成に資する
一般事業主行動計画の策
定・実施

子どもを産み育てやすい職場づくり
の実現に資する一般事業主行動計画
の策定について、きめ細かな支援を
行うことが、個々の事業主の実情に
合った効果的な行動計画の策定につ
ながる。

推論 一般事業主行動計画
の策定・実施等次世
代育成支援対策に関
する地域別、業種別
講習会の実施回数

【必要性】
次世代育成支
援対策推進法
第20条によ
り、301人以上
の労働者を雇
用する事業主
に計画策定が
義務付けられ
ている。



効果の達成見込みの根拠 分類

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性

１６

子育て支援基盤整備事業
(市町村における子育て支援事
業について、基幹的な事業の
早期推進や総合的な取組を図
るための基盤整備の支援の実
施）

下記事業を実施する市町村
に対する支援（補助金の交
付）
・各種子育て支援情報の提
供等を実施する子育て支援
コーディネート事業の拡充
・コーディネーター、子育
てサービス提供施設、市町
村間の連絡調整の実施
・行動計画の円滑な推進を
図るため、コーディネー
ター、主任児童委員などの
意見交換会の実施
・子育て支援者研修及び先
進的事業の導入に向けた研
修の実施
・子育て支援事業に関する
広報啓発

【平成16年度概算要求額】
調整中

個々の子育て家庭が、そ
の状況に応じた適切な子
育て支援サービスを選
択、利用しようとする場
合の利便性、確実性の向
上

多様な子育て支援サービス情報の一
元化により、多岐にわたる情報伝達
手段の効率化が図られ、利用者に
とって適切なサービス情報が得られ
ることになり、行政サービスの有効
活用も図られる。あわせて、行動計
画の円滑な推進等を図るため、中学
校区ごとにコーディネーター、主任
児童委員、サービス利用者等の間で
定期的な意見交換の場を設けること
で、地域の実情に応じた効率的な子
育て支援事業に総合的に取り組むこ
とができる。

推論 子育て支援総合コー
ディネート事業の実
施箇所数

１７

子育て家庭地域支援事業（仮
称）
（専業主婦家庭の急病、育児
疲れの解消等に対応した一時
預かり事業の支援の実施）

下記の事業を実施する市町
村に対する支援（補助金の
交付）
・子育て親子が相談、交流
等を行う「つどいの広場」
の拡充事業
・改正児童福祉法により法
定化された一時預かり事業

【平成16年度概算要求額】
調整中

○子育て中の親子が抱え
る孤立感、閉塞感による
子育てへの不安等の解消
○一時預かり事業による
子育ての利便性の向上

子育て中の親子が、普段からよく利
用する又は通う場所（例えば商店街
や公民館、公的施設等機関等の一
室）を使用して本事業を実施するこ
とにより、人間関係の希薄化、核家
族化のために社会から孤立し、子育
てや育児について気軽に相談できる
相手や仲間が身近にいない親子で
も、気軽に集いに参加でき、地域社
会とのコミュニケーションが図ら
れ、既存の様々なサービスや情報を
得ることができ、ひいてはサービス
の有効活用が行われることとなる。

推論 ○標準（預かりひろ
ば）型の設置数
○ひろば単独型の設
置数
○児童虐待件数

【必要性】
「次世代育成
支援対策推進
法」「改正児
童福祉法」に
よる本事業の
法定化

１８

子育て支援総合推進モデル市
町村事業
（先進的かつ総合的な子育て
支援事業を推進する市町村を
モデル市町村として指定し、
当該市町村が取り組んだ具体
的な事業内容等について全国
の自治体に発信する事業の支
援）

○改正児童福祉法により今
後実施が義務付けられる子
育て支援事業を先進的かつ
総合的に実施（必須事業
４、選択事業３）する市町
村をモデル市町村に指定
○モデル市町村が実施する
子育て支援事業の展開の支
援（補助金の交付）

【平成16年度概算要求額】
調整中

モデル市町村以外の市町
村における効率的・効果
的な子育て支援事業への
取組の促進に資するもの
として、モデル事業とし
て実施

先進的かつ総合的な取組を行うモデ
ル市町村において具体的な事業展開
を図り、その取組事例を示すこと
で、17年度から本格実施される様々
な子育て支援事業に総合的に取り組
もうとする市町村においては、円滑
な実施が可能となる。

推論 ○モデル市町村の設
置箇所数
○改正児童福祉法施
行後に総合的取組を
推進している市町村
数

【必要性】
「改正児童福
祉法」による
事業実施の義
務付け（17年
度から）



効果の達成見込みの根拠 分類

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性

１９

児童手当制度
（現制度では就学前児童を養
育する親等に支給されている
が、支給対象児童の年齢を引
き上げる方向で見直す。）

児童手当の支給対象年齢の
見直し

【平成16年度概算要求額】
197,467百万円（拡充分含ま
ず）

児童養育家庭の生活の安
定に基づく児童の健全育
成及び資質の向上

○少子・高齢化が進行し、厳しい経
済状況の下、子育て家庭の家計は厳
しさを増しているが、児童手当とい
う形で現金給付を行うことにより、
その多様なニーズに対応がなされて
いるところである。
○平成12年度の制度改正（支給対象
年齢の引き上げ）、13年度の所得制
限限度額の大幅な引き上げにより、
児童養育家庭の安定が図られつつあ
るところである。

推論
比較

児童手当の支給対象
児童数

【必要性】
平成14年12月
の与党３党合
意

２０

入所児童の家族調整などを図
る家庭支援専門相談員（ファ
ミリーソーシャルワーカー）
の配置
（児童養護施設等に家庭支援
専門相談員を配置することに
より、入所児童の早期家庭復
帰を図る。）

児童養護施設等に家庭支援
専門相談員を配置する事業
に対する支援（負担金の交
付）

【平成16年度概算要求額】
調整中

適切な家族間調整による
入所児童の早期家庭復帰

早期の家庭復帰をするには、家族の
調整が図られることが必要である
が、直接ケア担当職員などは日々の
生活をみることに時間をとられ、家
族間の調整に当てる時間が十分にと
れないため、家庭支援専門相談員の
配置は有効

推論 ファミリーソーシャ
ルワーカーを配置し
た施設数

２１

地域小規模児童養護施設の拡
充
（小規模で家庭的な養育を行
う児童養護施設の設置によ
り、虐待を受けて入所した児
童に対する個別ケアを確保す
る。）

地域小規模児童養護施設を
設置する事業に対する支援
（負担金の交付）

【平成16年度概算要求額】
調整中

虐待を受けて入所した児
童の安心感、安全感を確
保し、児童の健全な育成
を図ること。

虐待を受けて入所した児童につい
て、家庭的な環境の中での養育を受
け、児童の安心感、安全感が確保さ
れることにより、他者に対する信頼
関係が構築され児童の健全な育成を
図ることができる。

推論 地域小規模児童養護
施設数

２２

ユニットケア型小規模養護の
推進
（児童養護施設内において、
少人数で生活する場を設定
（１ユニット６人）し、虐待
を受けて入所した児童に対す
るきめ細かなケアを確保す
る。）

ユニット化を行う施設が実
施する職員の加配について
の支援（負担金の交付）

【平成16年度概算要求額】
調整中

虐待を受けて入所した児
童の安心感、安全感を確
保し、児童の健全な育成
を図ること。

虐待を受けて入所した児童につい
て、家庭的な環境の中での養育を受
け、児童の安心感、安全感が確保さ
れることにより、他者に対する信頼
関係が構築され児童の健全な育成を
図ることができる。

推論 ユニット化した施設
数



効果の達成見込みの根拠 分類

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性

２３

児童自立生活援助事業の拡充
（児童養護施設等を退所した
後、家庭復帰等が難しい児童
等の安定した自立生活の確
保）

児童養護施設等を退所した
児童等が共同生活を営む自
立援助ホームの増設事業及
び同施設の職員増員による
機能強化事業を実施する市
町村等に対する支援（補助
金の交付）

【平成16年度概算要求額】
調整中

児童養護施設等を退所し
た児童等の早期自立

児童養護施設等を退所した後も、家
庭復帰できない児童等については、
自立援助ホームに入所し、生活指導
や就労支援を受けることにより、自
立につながる。

推論 児童自立生活援助事
業の実施か所数

２４

里親養育援助事業の創設
（里親を支援し、里親数を増
加させること。）

児童指導員ＯＢ等による訪
問支援や相談支援を実施す
る都道府県等に対する支援
（補助金の交付）

【平成16年度概算要求額】
調整中

里親数の増加に伴う家庭
的な環境の中での養育促
進

里親に対する訪問支援や相談支援を
通じて、里親の不安、負担感を直接
軽減させることが期待でき、里親制
度の普及と制度利用の促進が期待で
きる。

推論 里親養育援助事業の
実施か所数

２５

児童養護施設への被虐待児個
別対応職員の配置の大幅な拡
充
（虐待を受けたことにより施
設に入所した児童に対するケ
アの向上）

児童養護施設等における被
虐待児童個別対応職員の増
員を実施する市町村等に対
する支援（負担金の交付）

【平成16年度概算要求額】
調整中

被虐待児童個別対応職員
との個別的な関わりを通
じて情緒の安定等を図
り、集団生活に適応さ
せ、児童の健全な育成を
図ること。

個別対応職員を配置し、虐待を受け
た児童への個別面接、生活場面での
１対１の対応、保護者への援助、里
親への照会などを行うことにより、
児童が他者との良好な関係を築くこ
とができるようにすることが期待さ
れる。

推論 被虐待児個別対応職
員の配置か所数

２６

育児支援家庭訪問事業
（育児困難な家庭の諸問題を
解決、軽減し、虐待を未然に
防止する。）

下記事業を実施する市町村
に対する支援（補助金等の
交付）
・出産後間もない家庭に対
して子育てＯＢ等の家庭訪
問による育児、家事等の援
助を実施する事業
・複雑な背景を抱え育児が
困難な家庭に対して保健師
等の家庭訪問による専門的
な技術指導や、精神面の支
援等を実施する事業

【平成16年度概算要求額】
調整中

育児困難な家庭の諸問題
を解決、軽減し、虐待を
未然に防止するととも
に、虐待に至ってしまっ
たケースでも親子分離せ
ずに家庭での養育を継続
すること。

○出産後間もない時期の養育者は精
神的にも肉体的にも育児負担が過重
であり、この時期に手厚い支援を行
うことが虐待予防に有効である。ま
た、虐待をした保護者の多くは治療
意欲が乏しく、育児ストレス等を抱
えており対人接触を図ろうとしない
者もいるため、通所型の支援では限
界があり、訪問型の支援が必要であ
る。
○本事業の類似事業（統廃合予定）
である産褥期ヘルパー事業、家庭訪
問支援事業は育児困難な家庭の諸問
題の解決、軽減に効果をあげてい
る。

推論
比較

育児支援家庭訪問事
業実施市町村数や児
童相談所に寄せられ
る虐待相談の経路、
市町村ネットワーク
の設置数や参画機関
の状況などを総合的
に判断

【必要性】
「児童虐待防
止法」第４条



効果の達成見込みの根拠 分類

整理
番号

政　　策
（名称、目的等）

手　　段 得ようとする効果 効果の把握の方法
必要性及び効
率性に関する
特記事項

有効性

２７

不妊治療費助成事業
（不妊治療の経済的負担の軽
減を図る。）

配偶者間の不妊治療に要す
る費用の一部を助成する都
道府県等に対し、その１/２
を負担（補助率は検討中）

【平成16年度概算要求額】
調整中

○体外受精及び顕微授精
を受けている者（平成11
年度で47,720人）の経済
的負担の軽減
○次世代育成支援として
の効果

不妊治療費の助成を行うことによ
り、体外受精及び顕微授精を受けて
いる者の経済的負担の軽減を図るこ
とができる。

推論 ○不妊治療助成の申
請者数
○体外受精及び顕微
授精の患者数

２８

小児慢性特定疾患治療研究事
業
（対象疾患、対象年齢等の見
直しにより小児慢性疾患児の
福祉について一層の向上を図
る。）

補助対象（対象疾病、年齢
等）の見直し

【平成16年度概算要求額】
調整中

新たな小児慢性特定疾患
対策を確立することによ
り、小児慢性特定疾患児
の福祉の一層の向上を図
ること。

これまでも小児慢性特定疾患治療研
究事業の実施により、小児慢性特定
疾患の研究が推進され、併せて患者
家庭の医療費の負担軽減が図られて
おり、小児慢性特定疾患児の健全育
成に大きな役割を果たしてきたが、
今後は、本事業の見直しを行うこと
により、小児慢性特定疾患児の福祉
について一層の向上が図られるもの
と考えている。

推論
比較

○本事業の予算額
○本事業の給付人員

２９

介護サービスの第三者評価推
進等事業及び介護サービスの
第三者評価モデル事業
（公益法人が実施する評価指
導員等の養成・研修、都道府
県におけるモデル事業を踏ま
えた検証等や都道府県が実施
する介護サービスの第三者評
価のモデル実施等）

第三者評価モデル事業等を
実施する公益法人・都道府
県に対する支援（補助金の
交付）

【平成16年度概算要求額】
368百万円

平成17年度以降の本格的
実施後に利用者の適正な
選択に資する情報が提供
される環境を整備し、よ
りよい介護サービスが提
供されることの促進に資
するものとして、モデル
事業として実施

○平成15年度に老人保健健康増進等
事業において、介護サービスの質の
評価に関する調査研究事業を実施
し、16年度に評価基準の策定、評価
員の養成等がなされ、17年度の本格
実施に円滑に移行できるものと考え
られる。
○第三者評価の仕組みを導入するこ
とにより、評価結果が公表され、利
用者が適切なサービス事業者を選択
しうる環境が整備されるとともに事
業者の自己努力による質の向上が図
られる。

推論 ○平成17年度以降の
本格実施後に実際に
評価を受けた事業所
数
○モデル評価を受け
た事業所数

【必要性】
規制改革推進
３カ年計画
（再改定）
（平成15年３
月28日閣議決
定）２-６-１-
(5)

　（注）厚生労働省の「事業評価書（事前）」を基に当省が作成した。




